大阪府認定こども園の認定の要件に関する条例の一部を改正する条例（概要）
■改正の理由

　１　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号）により、幼保連携型認定こども園に関する基準については、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成26年内閣府／文部科学省／厚生労働省令第１号。以下「主務省令」という。）に従って、又はこれを参酌して、都道府県、指定都市、中核市が条例で定めることになった。
２　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件について定めている就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成26年内閣府／文部科学省／厚生労働省告示第２号。以下「主務省告示」という。）についても改正され、都道府県における条例の改正が必要となった。
３　学級の編成に関する基準について、地域の実情に応じて認定こども園の設置者が１学級の子どもの数を設定できるようにするため、所要の改正を行う。

■改正の内容
　　幼保連携型認定こども園に関する基準について、昨今の府における実態を踏まえ、大阪府児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年大阪府条例第103号）の第１章総則で定める基準で、主務省令等で定められていない基準について採用する。これら以外の基準については、主務省令と府における実態を勘案した結果、適切であると判断したことから、主務省令どおりの基準を定める。
　　また、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園に関する基準については、昨今の府における実態を踏まえ、主務省令との整合性を踏まえた修正を行ったもの以外のものについては、適切であると判断したことから、主務省告示どおりの基準を定める。
　　なお、条例の題名については、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を新たに加えることから、「大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例」に改正する。
■施行期日　　　
規則で定める日
　（理由）　一部改正法の施行の日が、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（平成24年第68号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の４月１日までの間において政令で定める日から施行されるため。
■政策アセスメント・制度間調整
パブリックコメントを実施（①平成26年８月１日から同年９月１日まで　　②平成26年９月22日から同年10月１日まで）
■平成26年10月９日提出分と、同月27日提出分との相違点
【９日提出分】　１学級の子どもの数は、35人以下とする。
　【27日提出分】　満３歳以上満４歳未満の１学級の子どもの数は25人以下とし、教育及び保育を適切に行うことができると知事が認める場合には35人
以下とすることができる。
